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耐震性能の
向上により、
応急給水量
　を確保

耐震性能の
向上により、
浄水機能を
　  確保
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（※消費税等については８％固定で試算）
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ポンプ場、雨水幹線、貯留管整備
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（※消費税等については８％固定で試算）
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ア行

カ行

サ行

■アセットマネジメント（資産管理）     
上下水道事業の特性（地域独占性、受益者負担の原則など）を踏まえつつ、技術的な知見に基づき、現有資産の
状態、健全度を適切に診断・評価し、中長期の更新需要見通しを検討するとともに、財政収支見通しを踏まえた
更新財源の確保方策を講じる等の実践活動のこと。    

     
■１日最大給水量     
　年間の１日給水量のうち、最大のもの。    

■企業債     
　地方公営企業が行う建設、改良等に要する資金に充てるために、地方公営企業が借り入れる地方債。 
     
■下水道普及率     
　通常は下水道処理人口普及率といい、下水道処理区域内人口を高知市の行政区域内人口で除したもの。 
     
■減価償却費     
上下水道施設の土木施設は５０年以上、機械施設は１５年程度という長期間にわたって使用される。このように長
期間使用する施設（固定資産）を、取得（設備投資）するために投資した支出を、その資産が使用できる期間に
わたって費用配分する手続きのこと。    
     
■高知市生活排水処理構想     
生活排水は台所・洗面・風呂などの生活雑排水とし尿に分けられるが、単独処理浄化槽や汲取りの家庭では、
生活雑排水を処理することなく近くの側溝や水路などに排水し環境に多大な影響を与えているため、生活排水
すべてを処理する公共下水道や合併処理浄化槽の整備を効率的に進めていくための方針を定めたもの。
（平成９年度策定、平成 15 年度第１回改定、平成 23年度第２回改定）    

■資本的収入及び支出    
収益的収入及び支出に属さない収入・支出のうち現金の収支を伴うもので、主として建設改良及び企業債に
関する収入及び支出となる。資本的収入には企業債や国庫補助金などを計上し、資本的支出には建設改良費、
企業債元金償還金などを計上する。    
     
■収益的収入及び支出    
企業の経常的経営活動に伴って発生する収入とこれに対応する支出をいう。収益的収入にはサービスの提供
の対価である水道料金や下水道使用料のほか、受取利息などを計上し、収益的支出にはサービス提供に必要
な人件費、物件費、支払利息などを計上する。    
     
■純損益     
年度内における総収益（水道料金や下水道使用料など）と総費用（施設の維持管理費等）との差額（一般的に純
利益は「黒字」、純損失は「赤字」という）。    
     
■水洗化率     
　宅内排水設備の工事を行い、実際に下水道を利用している人口を下水道処理区域内人口で除したもの。 
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タ行

ハ行

■水道GLP     
「水道水質検査優良試験所規範」の略。GLP は Good Laboratory Practice の頭文字をとったもの。水道の水質
検査を実施する機関が、管理された体制の下で適正に検査を実施し、その検査結果の信頼性や精度管理が十分に
確立されているかを第三者機関（公益社団法人　日本水道協会）が客観的に判断、評価し、認定する制度。
     
■SWOT分析     
目標を達成するために意思決定を必要としている組織やプロジェクトにおいて、外部環境や内部環境を強み
(Strengths)、弱み（Weaknesses)、機会（Opportunities)、脅威（Threats) の４つのカテゴリーで要因分析し、
事業環境変化に対応した経営資源の最適活用を図る経営戦略策定方法の一つ。
     
■総括原価主義     
料金の設定について、「能率的な経営の下における適正な原価に照らして公正妥当なものであること」を基本と
する考え方。ここにいう適正な原価とは、公益事業としてなすべき努力を行ったうえで必要な営業上の費用に、健全
な経営を維持するために必要な資本費用を含むものとされる。    

■ダウンサイジング     
　施設の規模や数量を縮小すること。    
     
■長寿命化     
老朽化した施設を、耐用年数で新しい施設に取り替えるのではなく、部分的な修繕や取り替えを計画的に行い、使
用期間（寿命 )を伸ばすことで、ライフサイクルコストの低減を図るもの。    
     
■貯留管（雨水整備）     
　既設下水道管の流下能力以上の雨が降った時に、一時的に雨水をためておくための管きょのこと。 
     
■逓増制     
　使用量の増加に伴い従量料金単価が高額となる料金体系のこと。    
     
■独立採算制     
一般に、企業等が業務執行上の責任を明確にし、その主体性を保証するために、独自の計画と収入をもって経営を
行う管理方式、またはその制度のこと。    

■包括委託
複数の業務を一つの民間事業者に委託すること。本市の例として、料金徴収等の業務（メーター検針、徴収、窓口対
応等 )の委託がある。    

     
■補てん財源
資本的収入が資本的支出に不足する場合にその不足額を補てんする財源のこと。この財源元は、収益的収支の減
価償却費や純利益、消費税等に関する調整額等がある。    


